給　　与　　規　　程
第１章　　がいよう
（目的）
第１条　　この規程は、就業規則に基づいて、正社員のみなさんの給与についての基準や手続きの方法を決めたものです。
（この規程が適用される社員）
第２条　　この規程は、就業規則の正社員に適用します。ただし、労働基準法の管理監督の地位にあるひと、いわゆる管理職社員などで、とくに定めるひと以外は、働く時間や休憩、休日の規定は適用しません。
（給与の種類）
第３条　　給与の種類は、つぎのとおりです。
　　　  　①給　　　料（賞与など臨時以外のもの）
        　②賞　　　与
（給料の体系）
第４条　　給料の体系はつぎのとおりです。
　　　　　　　基 本 給
　　　　　　　諸 手 当　　　役職手当
　　　　　　　　　　　　　　職種手当
　　　　　　　　　　　　　　資格手当
　　　　　　　　　　　　　　住宅手当
　　　　　　　　　　　　　　皆勤手当
　　　　　　　　　　　　　　調整手当
　　　　　　　　　　　　　　家族手当
　　　　　　　　　　　　　　通勤手当
　　　　　　　残業など　　　残業手当
　　　　　　　　　　　　　　深夜勤務手当
　　　　　　　　　　　　　　休日出勤手当
（給料支払のかたち）
第５条　　月々の給料支払のかたちは、月給制とします。
（給料の支払と差し引かれるもの）
第６条　　給料は、全額、貨幣で直接社員のみなさんに支払います。しかし、社員のみなさんの同意があったときは、社員のみなさんが指定する銀行や金融機関の本人名義の口座に振込むことができるものとします。
      ２　前項の規定にかかわらず、給料からはつぎのものを差し引きます（控除といいます）。
        ①源泉所得税
        ②健康保険、厚生年金保険、雇用保険などの社会保険料
        ③特別徴収の住民税
        ④給料から差し引くことについて、社員のみなさんの過半数を代表する社員と書面によって協定されたもの。
（給料の計算期間）
第７条　　給料の計算期間は、前月２１日から当月２０日までとします。
（給料の支払日）
第８条　　給料の支払は、毎月２５日とします。しかし、当日が休日のときはその前日に支払います。
（給料支払いの原則）
第９条　　給料は基本的には、実際に働いた量と質に対して支払います。
        ですからとくに決めたとき以外は、休日や働かなかった日については給料を支払いません。また、会社の指示命令によらないで働いても給料を支払いません。
（金品の返還）
第１０条　社員のみなさんが死亡や退職し、金品の権利をもつひと（本人や遺族）から請求があったときは、７日以内に給料を支払い、会社で預かっていた貯蓄金などの金品をお返しします。
（給料の非常時払い）
第１１条　社員本人や社員のみなさんの収入により生計を維持されているひとの、結婚・出産、死亡、病気・けが、災害や１週間以上帰郷を必要とするときは請求により、給料の支払日前であっても、既に働いた分の給料を支払います。
（日割・時間割の計算方法）
第１２条　社員のみなさんが給料計算期間の中途で、採用、退職、解雇されたときは、特に決めるものがあるとき以外は、日割りまたは時間割計算により支給します。
            基本給 ＋ 諸手当
        　　　　　　　　　　　　 　　×　働いた日数（または 時間）
          平均の働く日数または時間
            ※ 「諸手当」には、通勤手当、残業・休日・深夜手当は含みません。
（端数処理）
第１３条　残業（早出を含みます。以下同じ）や休日出勤などの超過勤務時間を計算するときは、給料計算期間の手当ごとに１日分の超過時間を５分以下はこれを切り捨て、６分以上はこれを１０分に切り上げて計算します。
　　　２　日割り計算、時間割計算、残業手当などの計算で、円未満の端数が生じたときは、手当ごとにすべて切り上げて計算します。
（給料の控除・欠勤など）
第１４条　社員のみなさんが欠勤などをしたときの給料は、欠勤した日や時間について、日割りまたは時間割で計算した基本給や諸手当の額を減額します。
　　　２　給料計算期間の働く日を全部欠勤したときは、給料はまったく支払われないことになります。
（休職者の給料）
第１５条　会社の命令で、社外の仕事に専従した休職者は、その社員の社外での仕事の給料の額が休職前の額より低いときは、低い分だけ支給します。
      ２　前項以外の休職者には給料を支給しません。
第２章　給　　料
第１節　基本給
（総則）
第１６条　基本給は正規の働く時間を働いたことに対する報酬で、１日単位の額を算出するときは、働く平均日数で割ったものとします。
（基本給の決定）
第１７条　基本給は、本人の能力、経験などを勘案して決定します。
（初任給）
第１８条　新規学卒者や中途採用者の初任給は、その年の会社や経済の情況によって決定します。
（昇給およびその時期）
第１９条　昇給は毎年４月に、社員のみなさんの能力、勤務成績、会社の業績によって行います。
（特別昇給）
第２０条　勤務成績がとくに優秀であると認めた社員については、前条にかかわらず特別昇給させることがあります。
第２節　役職手当
（役職手当）
第２１条　役職手当は、役職者に対し別表のとおり支給します。
第３節　職種手当
（職種手当）
第２２条　職種手当は、職種により別表のとおり支給します。
第４節　資格手当
（職種手当）
第２３条　資格手当は、資格により別表のとおり支給します。
第５節　住宅手当
（住宅手当）
第２４条　住宅手当は、社員のみなさんのうち世帯主のかたに、別表のとおり支給します。
　　　２　前項の扶養する家族とは、現実に扶養をしている、所得税法の配偶者控除や扶養家族の対象になるひとです。
（住宅手当の支給と削減に関する届出）
第２５条　社員のみなさんの住宅手当を受ける条件が変更になったときは、早めに会社に届け出なければなりません。
第６節　皆勤手当
（皆勤手当）
第２６条　皆勤手当は、給料の一計算期間内に欠勤が２日以内の社員に、つぎの区分によって別表の額を支払います。
        　①欠勤なし　全額支給
        　②欠勤１日  ５０％支給
        　③欠勤２日  支給なし
      ２　欠勤には、その給料計算期間内の遅刻、早退、私用外出が３回になるごとに欠勤１日として扱います。
      ３　皆勤手当について、社員のみなさんが使った年次有給休暇など就業規則の休暇は、出勤扱いとして計算します。
第７節　調整手当
（調整手当）
第２７条　調整手当は給料を決定や変更するときに、総支給額に不足があったとき、例外的に調整手当として補充します。しかし、その後の昇給のときに、調整手当から基本給に繰り入れられるものとします。
      ２　前項の繰り入れ額はその都度決めます。
第８節　家族手当
（家族手当）
第２８条　家族手当は、扶養家族のある社員に別表のとおり支給します。
　　　２　扶養家族とは扶養をしている、所得税法の配偶者控除や扶養家族の対象になるつぎのひとです。
　      ①配偶者
　      ②満２２歳以下の子。ただし、第３子までとします。
（扶養家族の届出）
第２９条　新たに採用された社員に扶養家族がある場合や、つぎのどれかのときは、社員のみなさんは早めにそのことを会社に届けなければなりません。
          ①新たに扶養家族としての条件に合うようになったとき
          ②扶養家族としての条件に合わなくなったとき
第９節　通勤手当
（通勤手当）
第３０条　通勤手当は、社員のみなさんが通勤のために利用する、最短距離の合理的な方法と経路の交通機関の実費を、その月の給料に含めて支給します。
      ２　バスの通勤は、通勤のコースの間に停留所が２カ所以上あるときに認めます。
第１０節　手当の返還
（手当の返還）
第３１条　諸手当が、支給されていた条件が変わり額が少なくなるときも、会社に早めに届け出てください。届出がないために前のまま払われ、後日判ったときはさかのぼって差額を返還していただくことになります。
第１１節　残業手当など
（残業手当、休日出勤手当）
第３２条　残業手当と休日出勤手当は、会社の命令によって残業したり、また休日に勤務したひとに支給します。
（残業手当と休日出勤手当の額）
第３３条　残業手当の額は、働いた時間について１時間あたりの算定の基礎額に１．２５をかけた額です。
　　　２　休日出勤手当の額は、働いた時間について１時間あたりの算定の基礎額に次の乗率をかけた額です。
              法定休日出勤の場合     １、３５
              法定外休日出勤の場合   １、２５
          なお、法定休日出勤とは、１週間のうち１日も休日がなかった場合の、最後の休日出勤をいいます。
（深夜勤務手当）
第３４条  深夜勤務手当は、会社の命令で午後１０時から午前５時までの間に勤務したひとに支給します。
（深夜勤務手当の額）
第３５条　深夜勤務手当の額は、働いた時間について、１時間あたりの算定基礎額に０．２５をかけた額とします。
      ２　残業や休日出勤が深夜になったときは、残業や休日出勤手当の額に深夜勤務手当の額を足します。
（１時間あたりの算定基礎額）
第３６条　１時間あたりの算定基礎額はつぎのとおりです。
　　　　　　　　　　基本給 ＋ 諸手当
                

        　　　　　　月間平均勤務時間
        但し、諸手当のうち家族手当、通勤手当は除きます。
第３章　賞　　与
（賞与）
第３７条　賞与は、会社の業績により、社員のみなさんの勤務成績などを考慮して支給します。しかし、都合により支給できないときもあります。
　  　２　賞与の支給対象者は、支給日現在において在籍するひとです。
　　　３　支給の時期は夏期と年末を原則とします。しかし、都合により支給の時期を変更することがあります。
　　　４　支給にあたって、社員のみなさんの勤務成績などを算定する期間はつぎのとおりとします。
　　　　　夏期賞与　　１１月２１日から　５月２０日まで
　　　　　年末賞与　　　５月２１日から１１月２０日まで
      ５　賞与を算定するときに、勤務が６カ月に満たない社員の賞与の支給はその都度決めます。
      ６　以上のほか、会社の業績により決算賞与などを支給することもあります。
付　　　則
１　この規則は平成○年○月○日から施行します。
２　この規則を改廃する場合には、社員のみなさんの代表の意見を聞いておこないます。
別表　役職手当
              部　長１００，０００
              次　長  ６０，０００
              課　長  ４０，０００
              係　長  ２０，０００
              主　任  １０，０００
別表　職種手当
              業　務  １０，０００
              営　業  ２０，０００
              製　作  ２０，０００
別表　住宅手当
                独身者（扶養のない人）  　５，０００
                独身の世帯主            １０，０００
                その他の世帯主          ２０，０００
別表　皆勤手当
              一　律  １０，０００
別表　家族手当
                配偶者                  １０，０００
                子　供 （第３子まで）   　５，０００
別表　資格手当
              国家試験資格等  ３０，０００
              技能検定資格等  １０，０００
              講習受講資格等  　５，０００
  ＊国家試験資格等　税理士、公認会計士、社会保険労務士、衛生管理者等を指します。
  ＊技能検定資格等　ワープロ検定、簿記検定等を指します。
　＊講習受講資格等　安全衛生推進者等を指します。
　　　但し、取得資格が従事する職務に密接に関連する場合に支給します。
